
















































































2 ) 実務的にどこかの自治体で一覧表が作成されていてもよさそうなものだが web上で
も見つけられなかった。男女共同参画に限れば，内閣府が地方自治体の場合も含めて多
くの成果指標を集めている。直近では「第 3次男女共同参画基本計画における成果目標















直近 5 年 (2011 年 4 月〜2016 年 3 月)
の「施策評価」や「事務事業評価」の結果報告が公開されているかどうか，かつ
そこに人権啓発分野が含まれているかどうかを筆者が確認したところ，該当する
のは 15 市と 1 町に限られた。ほかに，評価報告書ではないが総合計画見直しが
他自治体の施策評価に相当するとみなせた 1 町も加えることし (この適否は 4節

































































いので，本稿は主に，山谷 (1997，2012，2014)，北大路 (2002，2015) を参照しなが
ら述べていく。





























る (本荘 2015：51)。第二に，政治的責任を重視する山谷 (2012) は，「政策評価」が
効率性・事業廃止に傾斜した業績測定と混同されてきたことを批判してきた。第三に，































7 ) これの呼称も定説はない。政策学の教科書ではひとまず「業務」と呼ぶが (政策−施
策−事業−業務)，実務的には「細事業」，「活動内容」，「取組」などと呼び方も様々で
ある。





































































8 ) 引退した田川亮三氏が 6 期と長期政権であり，1995年，その後継候補を破って当選
した北川氏 (元県議，前衆議院議員) は NPMに強い関心を持っていたので，政権交代
による政策転換が NPM改革の率先として進められた。その分，政策評価やマニフェス
ト選挙など，彼の改革スローガンには政治的意図による誇張が目立った。





































































2004年 (平成 16 年) から「県政レポート」(旧「県政報告書」) と「実績評価表」











したところ，2016 年 5月 30日時点では過去の詳しい項目を閲覧できなくなっていたの
で，今回は断念する。






























10) ｢21世紀兵庫長期ビジョン将来像」(平成 23年 12月改訂) に 12 個の「体系」があり，
その第一にあたるもの。「人と人のつながりで自立と安心を育む」と題されている。ち
なみに後述の「体系 6」は「生きがいにあふれたしごとを創る」。









日本は人権が尊重されている社会であるか (問 2①) については 55%が肯定的










姫路法学 (第 59 号) ―― 111
表 4 兵庫県












































出典：平成 28年度当初予算の主要事業に係る事務事業評価 (2016 年 3月，企画県民部−企画財政局−
財政課) より筆者作成。
なっているか (問 2②) については 45%が肯定的であるが，「どちらとも言えな
い」も同じくらいの割合を占める。そして，人権侵害を受けた経験については過
半数が「ない」と答えており，「ある」は全体の約 1/4 で，過去 3回の調査とほ
とんど変化はない。





で，人権尊重の意識は強まる」(問 18①) という考えに肯定的な回答は 42%で，事
業に好意的であるといえる。ただし，「どちらともいえない」がそれに続いて 34%



































委員会評価 (課長級で組織)，第三者評価委員会評価 (学識者と市民) の三つから成
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出典：「平成 26 年度政策別事務事業評価シート」(2015年 3月，企画広報課) より筆者作成。







































































































































































16) ただし，明石市では，別途，「平成 23 年度〜平成 27 年度の人権施策実施状況の点
検・評価」を作成・公表しており，そのなかに「2 人権課題への取り組み ⑥外国人」
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る。これ (no. 170) には，冊子，講演会，作文・ポスター等，地区リーダー研修，




























































































芦屋市では「事務事業評価報告書 (平成 26 年度決算評価)」が平成 27 年 9 月に
公表されている。所管課別と総合計画体系別に目次が作られてはいるが，市役所
























18) 芦屋市は平成 24年 11月に総合計画の取組み満足度を調べる市民アンケートを行って
おり，35 の「施策目標」について満足度を 5段階で尋ね，+2〜−2 の点を与えている。
それによると，人権施策の「満足度評点」は 0.168点で，数えてみると 23位となって
いた。ちなみに最高は自然保護 (1.022 点) で，最低は子育てと仕事の両立 (−0.369
点) であった (出典は，芦屋市役所 HP「行政評価のページ」下の，「第 4 次芦屋市総
合計画前期基本計画 市民アンケート調査結果」のお知らせ (2014年 12月 5 日更新))。




























19) 平成 26 年度決算欄で事業費から人件費を引き算すればすぐわかることなのだが一見
するとわかりにくい，その原因は，まず，平成 25年度と 27 年度は (人件費込みだが)
特定財源から 17万円が出されているが平成 26 年度にはそれもないこと，次に，平成



















3.80 (5 点満点) で，平均の 3.99より少し低い。
































表 8 尼崎市 (施策評価)




























出典：｢平成 27 年度施策評価表結果 (平成 26 年度決算)」(平成 27 年 8月，企画財政局−行財政推進部−
行財政推進課) より筆者作成。
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表 9 尼崎市 (事務事業評価)


















































































(言い回しは少し異なるが)。このファイルの一番目 (つまり「参画」の事業) に 9111
というコードがついているので，人権施策は (共生社会が 2 にあたるだろうから)
9200番台なのだろうと勝手に想像して 1ページからみていくと，7ページ目に人
権の文字が現れる。
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｢平成 27 年度施策評価シート」によると，人権 3 施策にあたるものは，「人権
文化を確立する」(02-04-01 の 11 事業) と「男女共同参画社会の形成を推進する
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加東市は総合計画の実施計画 (3 カ年) に合わせて事務事業評価を行っている。
事後評価としての最新版は平成 23年度であるが，ここでは指標設定を確認して
いるので，平成 27 年度「加東市総合計画 3 か年実施計画 (平成 28 年〜平成 30
年)」(平成 28年 3月) を用いる。これは平成 23年度を「現状値」とし平成 29 年
度に達成するべき目標値を決め，その間の「進捗結果 (実績値)」を毎年度記載
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表 13 川西市





























出典：｢平成 26度決算成果報告書 施策別行政サービス成果表」(2015年 10 月，総合政策部−行政経営
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表 14 篠山市
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表 15 三田市
















































































































2014 (平成 26) 年の行政評価結果によると，宝塚市の施策評価では，「基本目
標」として「教育・子ども・人権」分野があり，その中の「人権・同和」と「男
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―― 兵庫県内市町の行政評価における人権啓発の評価指標138
表 17 宝塚市
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表 18 丹波市




























出典：「平成 26 年度施策評価シート」(2015年 12月，行政経営課) より筆者作成。
査が一つ用いられている。
評価シートの冒頭にすら，評価表の見方といった説明も書かれておらず，そこ






施策評価では総合計画 (第四次) の 50施策を，事務事業評価は全事業を対象



















25) ちなみに，平成 24年度調査 (評価シートに掲載されている) のギャップ順位はそれ
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表 19 西宮市




























































































27) 一般的には，行政評価報告書がある場合はそれが新しい総合計画 (の報告書) に組み
込まれ (たとえば西宮市)，行政評価に人権啓発が含まれていない場合は新しい総計の
現状 (値) 報告部分にも「指標」は書かれていない (たとえば神戸市)。
28) 窪田・池田 (2015) に 2014年度時点での兵庫県内の行政評価動向の一覧表があるが，
うかつにも筆者がこの文献に気づいたのが〆切り直前となってしまい，ほとんど活用で
きなかった。なお，同論文では福崎町も行政評価ありと分類されているが，「地方行政



























が) 参加します」ではなく「 (住民に) 参加してください」と書くべきである。
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表 20 播磨町





























出典：｢第 4 次播磨町総合計画中間見直し 総合計画中間見直し 平成 28年度〜平成 32年度 (2016-





















31) たとえば，「第 3 次神戸市人権教育・啓発に関する基本計画」(2016 年) における指
標はすべて「協働の指標」と称されているが，実際には本稿で取り上げたのと同じよう
なもので，協働を義務付けるかのような雰囲気はない。これに比べると，播磨町の「協
働」は (篠山市もそうだが) 行政が地域 (自治会) と一体的に捉えられているように思
われる。ちなみに姫路市の行政は全般的に地域組織 (自治会) を頼りにしているが，そ






































34) 念のため確認しておくと，時限立法として 1969 年に「同和対策事業特別措置法」が
制定され，1979 年に 3年延長された後，新たに 1982年「地域改善対策特別措置法」が
制定され，これの失効する 1987 年に「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別
措置に関する法律」が制定された。これは 1992年と 1997 年の延長を経て，再延長しな
いことが 2001年 7月に閣議決定され，同年度末で失効した。
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